
PDF issue: 2025-05-09

アメリカにおける管理会計の萌芽・生成・成
立(2) : 新しい管理会計の模索と関連して

SATO, Yasuo / 佐藤, 康男

(出版者 / Publisher)
法政大学経営学会

(雑誌名 / Journal or Publication Title)
The Hosei journal of business / 経営志林

(巻 / Volume)
27

(号 / Number)
3

(開始ページ / Start Page)
63

(終了ページ / End Page)
77

(発行年 / Year)
1990-10-30
(URL)
https://doi.org/10.15002/00003353



6３ 

〔論文〕

アメリカにおける管理会計の萌芽・生成・成立(Ⅱ）

－新しい管理会計の模索と関連して－

佐藤康男
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また，管理会計の成立はトップ・マネジメント

のための会計が整った時期に求めるべきであると

する見解もある。つまり］１９世紀の管理会計ある

いは２０世紀初頭のティラーの科学的管理法時代の

会計は,ｓｈｏｐレベルの管理であり，それがミド

ル・レベルに発展し，1920年頃にトップ・マネジ

メントのための管理会計が出現したので，その時

期をアメリカ管理会計の成立期と規定すべきであ

るという主張である(2)。

また，管理会計の発展段階を区分する場合でも，

その対象を「実務」におくか，あるいはその時代

の「管理会計の研究・教育」におくかによって，

当然に視点は異なってくるであろう。アメリカに

おける管理会計の成立を，とくにそれまで生成し

ていた標準原価計算，予算管理およびＣＶＰ分析

などの管理会計手法の体系化という点に求めて，

マッキンゼーのManagerialAccountingの刊行

をもって管理会計の成立とみなす主張もある(3)。

つまり，この場合には史的発展のとらえ方を「管

理会計の研究・教育」に求めているのである。

本稿の目的は，最初に述べたように今日の管理

会計手法の萌芽・生成・成立した時期のアメリカ

の経済的，社会的および経営的状況を明らかにす

ることである。つまり，そのような管理会計手法

を生み出した背景を明らかにし，“必要は発明の

母なり,，というフレーズを検証することである。

したがって，アメリカの管理会計の成立期を1920

年代に求めるという一般的な見解に同意するが，

ここでは便宜上おおまかな時代区分として今世紀

初頭~おおむね1930年代まで－を成立期とす

ることにしたい。

19世紀末から今世紀初頭にかけてのアメリカ産

業の発展は，合併による統合一主として垂直的

統合一が特徴である。つまり，それによってビッ

ク・ビジネスが誕生する一方，大量流通の担い手

3．管理会計の生成一機械エ業の場合一

本稿ではアメリカにおける管理会計の発展段階

を19世紀前半の萌芽期，後半の生成期，そして２０

世紀初頭の成立期の三つに区分して述べている。

しかし，このような区分はアメリカ産業の発展段

階に対応しているわけではなく，管理会計史を記

述するための単なる便宜的な時代区分にすぎない。

しかし，アメリカの管理会計史についての著述を

みても，管理会計そのもののとらえ方，あるいは

解釈によって発展段階の区分も違ってくることは

当然である(1)。

チャンドラーは，すでに述べたようにアメリカ

における企業の発展を建国当初から1840年代まで

の第１時期，それから第１次世界大戦までの第２

時期，そして1920年代から今日に至るまでの第３

時期の三つに区分している。しかし，これはあく

までもアメリカ企業の生成・発展にもとづいた時

代区分であるので，管理会計のそれとは対応しな

いであろう。とくに，本稿ではアメリカ管理会計

の成立期を今世紀の前半においているので，チャ

ンドラーのそれとは視点が異なっている。
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である大規模販売業の出現をみたのである。もち

ろん，その背景にはアメリカにおける基礎的なイ

ンフラストラクチャー－鉄道，電信および蒸気

船のネットワークーの完成がある。このような

アメリカのビック・ビジネスの誕生は，前世紀

未-1880年代一から今世紀初頭-1910年代

一にかけて行われたので，両世紀間に明確なラ

インを引くことはできないのである。とくに，科

学的管理法の普及は今世紀に人っても続いていた

し，巨大小売業もますます増大しつつあったから

である。

したがって，本稿ではすでに述べたような重つ

の区分に基盤をおくにしても，今世紀前半におけ

るアメリカ管理会計の成立を眺めるにさいしてⅢ

最初にこのような前世紀からのヘリティージにつ

いて述べることにしたい。そして，今世紀のアメ

リカ管理会計の成立を語るさいに欠くことのでき

ないデュポン社，ＧＭなどの巨大企業の会計実践

を考察することにしよう。したがって，ここでは

管理会計の発展を主として実践面からとらえてい

る。

(よ，販売後においても部品交換などで顧客とのつ

ながりを維持する必要があった。そのためにロ前

の販売組織を創設するとともに，大量で継続的な

原材料を確保するために，大規模な購買組織をも

つようになったし，運輸部門も合わせて保持する

ようになった。このような規模の拡大の結果とし

て，当然に専任の俸給経営者による専門的な管理

の必要性を生ぜしめたのである。そして，これら

の統合企業はアメリカ経済の立役者となり，規模，

複雑さ，多様↓性という点からも19世紀のビック・

ビジネスの代表的存在であった鉄道業を凌駕する

ようになり，やがて多国籍企業へと発展したので

ある。このような統合企業が管理会計の発展に重

要な役割を果たしたであろうという推測はできる

が，それぞれの個々の企業の事例を明らかにする

ことはできないので，機械工業一般の内容につい

て考察することにしよう。

それは19世紀から２０世紀にかけての機械工業は，

まさにアメリカ産業資本の発展史にとって重要な

意味をもっていたし，またこの時期に原価計算は

さまざまな問題を生みだしているからである。本

稿における管理会計の発展段階における時代区分

からいえば，生成期から成立期へと移る過渡期に

あたるが，この時代は管理会計史からみても，もっ

とも興味のある時期といえよう。

(1)垂直的統合の二つのタイプ

1880年代に始まるアメリカ産業における飛直的

統合には，二つのタイプの大量生産者が役割を果

たしている(Ｉ)。第１のタイプは，新型の連続工程

をこなす機械を導入して，生産力を急速に拡人し

た大量生藤者である。その大量生産された商品を

販売するために，彼等は一方で卸売業者を利)1]し

たが，他方でメーカーと顧客との調整機能も果た

していた。既存の販売業者では，そのような人ｆＴｉ

生産に対応する能力がなかったからである。

第２のタイプは，アメリカ余二tにtt鮮食料品を

流通させる加工業者，あるいは複雑で尚lllな新型

機械の製造業者のように，それまでの卸売商や小

売商などが提供できないような専門的な流通およ

びマーケティンクのサービスを必要とする業者で

あった。すなわち，前者は専門的な冷蔵技術を必

要としたし，後者は使用方法の指導，信用および

アフター・サービスのような専門的なマーケティ

ング活動が要求されたのである。

とくに，後者の複雑で専門的な機械の製造業者

(2)機械エ業の変革一過渡期一

アメリカの機械工業の発達史を語るさいに無視

できないものは，政府の国策のもとに育成された

銃器工業である。つまり，銃器工業はアメリカの

機械工業発展の基礎であり，そこで開発された生

産技術が19世紀未にさまざまな分野に普及していっ

たのである。そして，その銃器工場における管理

体制の特徴は「内部請負制」と呼ばれるものによっ

て特徴づけられる（５）。

政府から銃器生産を請け負った民間業者は，政

府から与えられる前受金によって生産を開始する

が，そのさい彼等はある一部の生産工程あるいは

部品を，一定の請負い価格で工場内にいる熟練｣二

に任せたのである。これが内部請負制と呼ばれる

ものであるが，それはつぎのような内容になって

いた。
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･兀場主である民間業者は，原材料，作業場所，

生産設備および運転資金を熟練工である内部

請負人に提供する。

･請負人は，自分で労働者を採用し，賃金を決

定するとともに，訓練や監督もし，解雁する

こともできた。

ｑ工場主と請負人の間では，あらかじめ完成品

の請負金額が決定されているから，請負人の

収入はその金額から労働者に支払った賃金の

差額である。

あった。

この時代における会計実践については，本論文

の第２章(2)で述べられているが，そこでは主とし

て製鉄業が対象になっている。機械工業における

内部請負制のもとでは，職長帝国と呼ばれるほど

に内部請負人の権力は強大であり，かつ原価`情報

を独占していたｒｍ１ｏつまり，彼等は〃能熟練工で

あると同時に，日程計画を立て，作業管理をも行

なっていたので，製造原価に関する情報を知りう

る唯一の人間であり，Ｌ場主はそのような情報の

わく外にいたのである。

しかし，内部請負人が製造原価についての情報

を独占しているといっても，原価計算の要素から

いえば直接労務費だけである。原材料，作業場所

および生産設備などは工場主から与えられたから

である。したがって，内部請負制を採１Ｍしていた

機械工業では，原価計算の進展を促す要因はなかっ

たといってもよい。しかしながら，1880年に設立

されたアメリカ機械技術者協会が，アメリカにお

けるいわゆる科学的管理法連動の始まりだとすれ

ば，それはまさに機械工業であったのである。そ

れは，つぎのような記述からも明らかであろう。

「1850年から1860年代の間，これら金属加工企

業に従事していた人々は機械設備とプラント設計

の改良に専念していた。1870時代の不況のあとに

なって，はじめて費用低減が要請され,彼等は組

織設衞|･の改良にも注意を向け始めた｡作業場や工

場の管理の新しい組織的あるいは「科学的」方法

を開拓した人々のほとんどは金属加]三楽に関係し

た機械技師だった州

このような内邪請負制は，請負人である熟練工

の地位を高めるとともに，請負人は彼が雇う従業

員および生瀧1:程の管ILHまで行っていた。したがっ

て，「[場主である民間業者の主たる役割は，政

府からの前受金で不足する資金の調達，原材料の

確保，生産設備の維持，岐終I:程での組み立てや

検査であった」崎）

しかしながら，この制度は生産部面のリスクを

請負人が負担するので，工場主は請負金額の決定

時点であらかじめ予想しうる利益を確実に得るこ

とができ，上場主にとっても好都合であった。ま

た，内部請負人からすれば，生産工程での原IiI1i引

ﾄﾞげに成功するとより多くの分け前を得ることが

できるので，契約賃金の引卜げはもちろん，熟練

~[Zとしての知識を１分生かして原価低減に努力す

るインセンティブとなっていたのである。

このような内部請負制度は，工場主および請負

人の両者に一定の利点をもたらしていたが，人部

分の！]ﾐ箙1程を熟練工である請負人に依存してい

たために，正確な製造原価を把握することが困難

であった。また，1870年代の不況になると，生産

能力の過剰から請負金額の切卜げが行なわれ，請

負人はそれを賃金の；|下げによって従業員に転嫁

したので，工場主・内部請負人・従業員という３

者の間に良好な関係を保持することができなくな

り，この内部請負制は次第に崩壊してゆくことに

なるが，それは科学的管理法の普及と密接に関連

しているのである。つまり，科学的管理法の出現

によって，１２場主一内部請負人一従業員というラ

インに代わる産業資本家による直接管理体制への

道が開かれたのであり，それを推進したのは能率

技師と呼ばれるティラー・システムの主唱者達で

(3)機械エ業における原価計算

本論文の第２篇でとりあげた19世紀後半の会計

実践は，鉄道業，製鉄業および小売業が対象であっ

た。しかし，ここでとりあげる機械工業は原価計

算の発展史を語るさいに欠くことのできない産業

であるばかりでなく，本稿で採用している便宜的

な時代区分-19世紀後半20世紀前半一に完全

に相応しない分野でもある。それは，すでに述べ

たように内部請負制から科学的管理にもとづく資

本家による直接的な工場管理システムへの移行は，

まさに前世紀末から今世紀初頭にかけて絶え間な
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く行なわれていたからである。したがって，ここ

で述べる機械.工業における会計実践，とくに原lIli

計算は，本稿の時代区分とは例外的に離れざるを

得ないのである。

法として，(1)仕人原価(2)仕人原価に運賃やその

他の費用を加えたもの(3)平均原価(4)時価

の四つがすでにあげられていた('2)。つまり，これ

らの方法は払lI1mi格の決定で考えられうるすべて

のものを含んでいる。この払出価格の決定は，ジョ

ーダンとハリスの研究によって完全なものとされ

たが，それはつぎのような内容になっている]3)。

（１）もっとも古くからある在庫[品の原始価格

一受入費１１１と取扱費用を含む－を使11]す

る方法

（２）製材廩業・鋼鉄業において採用されているよ

うな消費時の時価を使用する方法

（３）平均原価，すなわち当座平均と月末平均と

を使川する方法

（４）もっとも高い価格の原始価格を使用する

方法

（a）直接材料費

まず直接材料費の算定聴礎となる原材料費会計

については，第２章(2)においてメトカーフの提案

を述べたが，それはつぎのようなものである(9)。

原料を出庫するさいにはすべてカードを作成し，

それには消費した原料賀を賦課するための製造指

図書番薑号と価格が記入された。価格は，それぞれ

の原料ごとに職人価格が水されている一覧表にも

とづいて記入された。また，ｌﾕ場内で製造された

-.定の組立iiilI品が後工程で使１１１される場合，それ

らの部品の見積原価表が関係部門に渡された。原

料出庫カードは原料の種類ごとに作成され，ただ

ひとつの記入がなされていた。それは，原Iilliiil･算

係や倉庫係が，後に製造指図書ごとに消費した原

料の種類と数量を計算するのに便利なためである。

また，まさに１９世紀末にアーノルドは当時の著

名な会社で使用されていた原料のｲ'１庫管理の手法

について述べているｎｏ，。それによれば，ある会社

では，在庫数量だけでなく金額も示す原料jIi'限カー

ドを使lllしていたという。このカードはiijl]記入

され，残高も計算されていた。そして，原lilli元帳

の記録係は，倉庫係に毎円数量確認の要求書を送

り，それに応じて継続記録棚卸（perpetualinven-

torv）を修正した。また，すべての在庫品は，少

なくとも60[|に１回は照合し，実地棚卸がなされ

ていた。これは，まさに今日の企業で行なわれて

いる管理方法と同じである。

つぎに，原材料の払'１１価格について述べること

にしよう。「アメリカにおいては，19世紀の終り

から２０世紀の初めにかけて，つぎの問題について

論争がすすめられていた。すなわち，それら（使

用原料）を作業の原価に加える前に，使ＩｆＩ原料原

価〆保管料，検査料，取扱費，運賃に対する利ｆ

を償うために，ある一定の割合を原料原IiHiに加え

なければならないか，沓かについての問題であ

る(１１)｣。

１９世紀の終りまでに，原料の払出価格の決定方

以上の記述からみると，この時期にはすでに払

llIIilIi格の決定方法は，研究しつくされているといっ

てもよい。ここでは含まれていないが，この当時

すでに少数の業種で後人先出法が採用されていた。

しかし，それは実質的に(1)と同じ方法であるし，

(2)も先人先出法と同じものと考えれば，今Ｒにお

いて使Ⅱ]されている払出価格の決定方法とほとん

ど変わらないといってもよい。なお，当時-20

111紀初頭一アメリカ財務省は先人先出法の使用

を勧告していたという。

(b）直接労務費

原価要素のなかでも直接労務費の計算は，直接

材料費や製造間接費のように複雑ではない。賃金

の支払形態あるいは支払方法については，科学的

管理法の普及とともに多くの提案はなされたが，

それは原価計算とは直接的な関連はない。

原価計算上の観点からすれば，それぞれの部品

あるいは製品を生産するために支払われた賃金が，

それらの作業工程ごとに時間によって配分される

ことができるならば，基本的な問題は解決される

のである。つまり，今日の作業票が使用された時

点で，直接労務費会計は確立されたとみれるので

ある。したがって，本稿の第１章(3)で述べたWal-

thamシステムにおいて，そのような制度はすで
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に砿なしていたとみなされる。それは，ｌｌＩｉ接材料

費と直接労務費の合計である「素l11i(primocosL)」

についての１１４心が!il<からあったからであろうｃ

しかし，このようなシステムをもっとも|ﾘ11雌に

示しているものとして，すでに第２厳(2)でふれた

メトカーフの提案をあげることができる(''１。それ

を要約するならば，つぎのような内奔になる。

。」二場の従業員にはカード帳が1丁えられ，彼等

はある作業から他の作業に移るときにそのカー

ドに記入する。

．少なくともiIjl］1枚カードに記入しもっと

も細かなⅡ＃'１小分のときには１１小1枚のカー

ドに記入する。

・そのカードには，従業員の姓名阯悉>jおよび

栂印を小すことになっており，hjll，原llliii卜

算係によってすべてのカードが，Ｗ'1名ｶﾞﾘおよ

び製造脂lxIT11:番'てＩ別に分類される。

.また，そのカードとは別に時'１１１帳をもち，そ

れには製造指I又|書悉号，摘要Jjl-l，「1数，

１日､'1たり賃金，賃金総額の欄が投げられて

おり，従災員が関係した指図醤研げに対応し

て作業時'''１が記入されるようになっている。

・作業が光成した後，それに供l連するすべての

カードが染,;'され，製造指|X|評にi;d人される。

これをみてもわかるように，メトカーフの提案

するカード・システムは，今、の企)ilﾐで孫111され

ている作堆票に近いものであるu`１．画接材料費の

場合と同じように，直接労務費の研究においても

ジョーダンとハリスは、当時としてはもっとも進

んだ論議を腿ljMしている(!`》。そこでは，すでに１：

場の従業員をある祁門から他の部|Ⅱ]へ貸した場合

に必要となる手続について述べており，（|ll1ll別原

価計算のシステムが相DLiに確立していたことをう

かがわせるものである。このようにみると，直接

労務賀会ｉｉＩについては，1920年代のでほぼ今日と

同じような発峻を遂げていたといえるが，それは

タイム・レコーダーの登場と無関係ではないであ

ろう。

きかという議論は，ほとんどされなかったとガー

ナーは述べている１１７)。

メトカーフは，すでに掲げた苫11|:において間接

費についてつぎの２点から考察している。第１は

賃借料，保険料，給料などのようなliil疋賀の存在

と，第２はlii2111した従業員と密接な関係，たとえ

ば''１比例関係にある変動費との|ｘ分である'１８'。こ

のような|×分をする理由は，８０年代の中頃から間

接費のi1idIl武問題に関心がよせられてきたからであ

るｃしかし，この時期におけるアメリカの|颪価計・

算は，イギリスの専門家ガーク・フェルズと比較

するといくぶん遅れていたことは行疋できない。

それは，メトカーフが「工場費」と「4;務所費」

の|×分を[ﾘI1ili1にしていなかったことからもわかる。

しかし，それから10年後になるとアメリカでも

機械技術打協会を中心として製造'１１１接費および製

造原{illiに関する論議が盛んになされるようになっ

た。１１１時のアメリカ企業における製造原価要素は，

97年に行なわれたアンケート調査からうかがい知

ることができる。それによると，｜:場原価（shop

cost）はつぎの四つの賀111jTillからなっていたよ

うである。これらの項Ｈは，アンケートの対象と

なったおよそ40ﾈI:の製造会社で一致してみられた

ものである１１９１。

（１）生箙者の労務費（producer，slabor）

（２）材料費（costofmaterial）

（３）投術費（plantcharge）

（４）ｌｉＩＩ接費（burden）

（１１はノア、の直接労務費であり，（2)は迎搬費と作

業屑を含めたものである。（3)は減(ilIi償却費，機械

の維持YL1iおよび動力費などを含めた］時間当りの

費川で′｣くされている。Ｍ)はﾂj務費と材料費，設備

費に含まれない]二場経費とみなされるが，当時は

4f勝jdiもlHI接費の一部として加脚:されていたよう

であるｃここで|ＩＭＩ接費をパーデン（bul･den）と

すでに呼んでいることは興味深い。販売費および

管理費を製造原Iilliと|又分すべきであるという主張

や’'１m背が支''１.的になるのは，今''1紀の初頭までま

たなければならなかった。’１１１接Hfのi1iL賦刀法で著

渦なハミルトン・チャーチ（Ａ・［lflmiltonChurch）

が，そのような区分を主張したのも1910年であり，

またこの､'1時ではもっとも明確な原l11iの定義を行

なったロウ（ＩＬＭ・Ｒｏｗｅ）の祥諜も同じ年に|{Ｉ

に）製造間接費

製造'''１接費あるいは工場間接費（factoryover

headcharge）には，どのような賛'１を含めるべ
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出版されている(遡り。

ロウの著諜ではoverheadexpensosとburdeJ1

の区別がなされている。前者は企業の管理部門で

発生した費用であるが，それはいわゆる本社費で

はなくて工場管理部門で発生したものである。彼

はこの費側]は直接に工場経費に賦課することが望

ましいと述べているが，一般費あるいは管理費勘

定に賦課されている場合もあることを示唆してい

る。それに対して後者は工場経費と同じ意味で使

用されているが，１Ｍ接労務賀や消耗,1iI1I費など[場

経営に必要なすべての費用をさしている。もちろ

ん，今日ではこれにのこつの貧Ⅱ}はすべて製造|i;Ｉ

接費であり，ovel･headexpensesとbul･denの区

別もない。

また，実際に現金支出を伴わないが，原価に含

めるべきであると今'三|考えられている付加原価

(imputedcosts）も，原IIli計算発腱史のうえでは

忘れることのできない項目である。これは機会原

価の1種と考えることができるが，その代表的な

ものは付加利子と付加賃借料（impute(IiI1terest

andimplltedrent）である。この１Ｍ]題は当初経済

学者によってとりあげられ，利子が企業家費lllと

考えられ，利益と区分されたのは1880年代であっ

て，それ以前にはあまり重要なものではなかった。

その後，投下資本利子を製造原(illiのｌ挫素とする

主張は支配的となり，今世紀のアメリカでは一般

的となった(21》・

原価計算の発股史のなかで，製造間接費を製品

にどのよう配賦するかという問題ほど亜要で，か

つ論議の多かったものはないであろう。製品の原

価計算をする場合，製品の生簾とilLH鍵にUM連づけ

ることができない間接賀の配賦が製造原Iilliのjli確

度にもっとも大きな影響を与えるのであるから，

それは当然のことである。

アメリカにおいて1880年代にこのＩM1題に取り組

んだ蟻初の専門家としてメトカーフをあげること

ができる。彼はｌ１ｌＩ接費を表わす雑費（miscellane-

ouscosts）を一定の割合で（製品）原iiiに加え

ることを主鵬し）その方法としてつぎの四つをあ

げている唾)。

（１）それぞれのケース・バイ・ケースによって

決定される賦課方法

（２）その仕4$に要した総原価によってlMi課する

方法

（３）衝余支払額によって賦課する方法，また場

合によっては賃金支払額に原料費を加えたも

のをベースにする

（４）その仕邸に要した時|Ｍ１によって賦課する

方法

彼はこのなかでも特に般後の時Ⅱ)]による配賦方

法を主張していたが，それは１Ｍ接費が'1細]と関連

があると考えられていたからである。当時は，素

IilIiが配賦）i艸として１１]いられるのが一般的であっ

たのでⅢこのような作業時間をベースとする方法

は，現在の直接作業時間にもとづく配賦方法の先

達となったといえるだろう。

同じ頃，イギリスのガーク・フェルズ（Emile

Gareke＆』・MFells）は，１１M接費を製品に配賦

することはしないで素価のみで聯:定しようとして

いた。しかし，これは簡単であるという理由から

であり，Ⅱ三確な原価計算を行なうためには原料費

や労務費と同じように間接費を配賦すべきである

と考えていた。その内容はメトカーフのそれと同

じである(産１，．

製造|Ｍｊ接賀会計におけるもうひとつの問題は予

定配lljllである。原材料費と労務費は製品の完成時

点で，あるいはそれからあまり時|Mが経過しない

時点で測定することができるので朧史的基準によっ

て計算することができる。このことが，１９世紀頃

のアメリカで索価計算制度が採１１]されていた理由

である。それに対して，製造間接費の測定はこれ

らの二つの要素よりもかなり遅れて－一般には

年度iil･猟によって－行われることになるので，

間接費を製造原価のなかに含めようとするなら予

定配賦の問題が生じることになる。

製造'１１]接費の予定配賦は今日の原価計算では一

般的であるが，これも19世紀末の瀧物であるとい

える。メトカーフは，前年度に発生した間接費総

額を，その年度の総作業時間数で割って配賦率を

求め，それによって当該年度のⅡ１１接費配賦を行な

うことができると述べている《２１)。

この製造|ｉｌｊ接費の配賦とi奥l連して）工場の部門

化という問題が原価計算では重要なテーマとなる。

つまり，部l1IilBIl原価計算のことであるが，これも

この頃に注にＩを浴びた問題のひとつである。「配

賦（distribution)」という用語は，二[場のそれぞ
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れの部門に製造間接費を配分することにほかなら

ないのであるから，工場の部門化と密接に関連し

ている。この問題に対してもメトカーフは鋳造兀

場の例を用いて，つぎのように説明している(25)。

鋳造工場は少なくとも打つの部門一鋳型，鋳

造，溶解，装置，その他区分ができない部門一

をもたなければならないが，原価要素はそれぞれ

の部門に対して，サービスの提供や作業量によっ

て配賦し，それにその部門で発生する個別費を加

え，これらの合計額を前年度の直接作業量で割っ

て配賦率を決定することを述べている。これはま

さに今日の部門別原価計算，つまり補助部門費あ

るいは共通部門費の製造部門への配賦計算そのも

のであり，前年度の直接作業量（時間）を使用す

る点だけが異なっているにすぎない－今日では

通常，予定作業時間を用いるので－．

以I苦の記述からもわかるように，アメリカにお

ける原価計算は19世紀未までにはほとんど今日の

それと同じような内容をもっていた。とくに，こ

の時代ではアメリカでは1885年に刊行されたメト

カーフの「製造原価（costofManufactures)｣，

イギリスでは1887年に発行されたがガーク・フェ

ルズの「工場会計（FactoryAccounts)」がもっ

とも代表的な著作であるが，彼等は単なる理論的

記述ではなく，実務界における著者の経験にもと

づいたものである。

しかしながら，この当時は原価計算は，まだ会

社の財務記録あるいは商業帳簿とは結びついてい

なかった。つまり，今口の製造業における内部記

録としての工業簿記と，外部記録としての商業簿

記とが勘定機構によって結合されていなかったの

である。メトカーフはそれを試みたが完全に説明

することはできなかったし，ガーク・フェルズも

今日用いられている製造勘定一あるいは仕掛品

勘定一を用いて内部取引と外部取引を結びつけ

る方法を示しているが，それが当時のイギリスで

はあまり普及していなかった(鰯》。

として，チャーチの補充率法（Supplementarv

ratemethod）がある(27)。これはそれまでも論じ

られていた機械時間法を発展させたものであるが，

それ以外でも工場経費についての正しい把握方法

などで新しい考えを示している。さらに）原価計

算のテキストで述べられている原価部門の設定方

法の原則である「生産中心点（productioncente-

r)」という用語も，この当時に彼が提唱したもの

である。以下において，その重要な点について簡

単に述べることにしよう。

まず，彼によるとほとんどの工場経費は土地，

建物，動力などのように６個あるいは７個の要素

に集約できるとしている。しかし，これらの要素

に区分できない少額の工場経費も存在する。つぎ

に，工場を彼のいう「生産中心点」によっていく

つか区分するｃここでいう生産中心点とは，一連

の機械でも，作業でもよい。つまり，これは今日

でも使用されている機械中心点，作業中心点とい

う用語の内容と同じである。

このようにして区分された工場内の生産単位

一生産中心点一に，これらの工場経費を床面

積，従業員数，設備価額などを基準にして分割す

る。そして，それらの生産単位で使用された機械

時間あるいは作業時間にもとづいて単位時間当た

りの配賦率を求め，それによって作業あるいは製

品に賦課するという方法である。これは，今日の

原価計算で行なわれている方法そのものであるが，

チャーチの特徴はそのさい正常作業時間の使用を

強調していることである。

したがって，もしある生産単位に属する機械に

不働時間が発生するならば，工場経費の一部分は

吸収されないことになる。そこで，彼はその差額

を「補充率」･によって処理することを提案したの

である。すなわち，この不働設備によって発生し

た経費と要素に区分されない工場経費の一部分は，

直接作業時間で，とくに前者は補充率で配賦する

ことを主張したのである。それゆえに，彼の主張

する配賦率は､ﾐ`常配賦率と補充率の二つからなっ

ており，当初は前者によって行ない，月末に後者

によってすでに述べた２種類の工場経費を再配賦

するのである。

それではⅢなにゆえにこのような二つの配賦率

を使用するのであろうかｄ彼によればⅢ正常配賦

（｡）Ａハミルトン・チャーチ（AHamilton

Church）の補充率法

機械工業における原価計算，とくに製造間接費

の配賦問題を論じるさいに忘れてはならないもの
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率を使Ⅲする長所はつぎの２点である。第１の利

点は，経営者は同じような製品が異なった時点で

生瀧されたとき昨正常配賦率で計算されていれば，

その原･価を比較することができる。第２は補充率

によって配賦した額，あるいそれと'E常配賦率と

の比率は，設備の効率的な利１１１を示すバロメーター

を与えることになる。

このようなチャーチの配賦方法は，、'1時もっと

もすぐれた方法として実務界に受け入れられたが，

発表からおよそ１０年後にはかなり批､|;11を受けるこ

とになる(製)。しかし，間接費の配賦方法について

の論議に大きな試金石を投じた貢献は大きいとい

わざるをえない。

一般に管理会計の先進国はアメリカであるが，

原価計算のそれはイギリスであるといわれる。そ

の理由として，原価計算の発展を促した産業Ｊｉｌｉ命

がイギリスから発生したことがあげられる．それ

に対して，管理会計は大企;業のＨ１型と密接に関連

しているので，そのような企業の{１１現をどの国よ

りも'Tlくみたアメリカで発展したというのである。

これがすべての理由ではないにしても，ひとつの

大きな要因になっていることは，この時代の両|玉｜

の原価計算の発展段階を比較すればわかる。たし

かに，メトカーフの「製造原(ili（costofMllnuf-

actures)」は，その１１}版された1885年当時ではす

ぐれたものであるが，それから２年後に''１版され

たガーク・フェルズの「工場会計（FactoryAcc-

ollnts)」はそれを上回っていることは確かであ

る。とくに，ガーク・フェルズは完全ではないに

しても，］二場会計と一般元帳の結合が示唆されて

いるのである。

ただこれまで述べてきたことからもわかるよう

に，１９世紀後半のアメリカの原IiIi5l･算の発展状＃,１

は，今日のような工業会計と財務会計との結合を

I壌外すれば，基本的なわく組は確Ｔｒしているとい

える。もちろん，現在のような原価計算の体系は

もっていないが，それは企業の生産スタイルが単

純で，かつ小規模であったためである。したがっ

て，原価計算がさらに発展するためには，もう少

しの時間が必要だったのである。

汁手法とのllLl連で，アメリカ管理会計史の発展段

階をつぎのように区分している。まず萌芽期を1880

年頃までとし．この時｣91は配当利益の計算を主要

なＵ的とし，簿記システムで間に合っていたとす

る。そして，1880年から1920年頃までを生成j9Iと

し，垂直統合企業において全社的な管理単位計算

一会計システムーーが行われていた時代である

としているご

さらに1920年から1950年頃までを成立期とし，

‐r算システムが普及し，未来計算が行なわれるよ

うになったi１$代であるとしている。そして最後に．

現在までの時期を発展期と位殻づけ，１１＃業部制組

織の採Ⅱ]にともなって，予算システムのもとで投

資単位ごとの利益計算が行なわれるようになった

１１＄期としている。このような時代区分は．これま

での本》縞の考察からすれば，管理会計についての

認識という点で大きな兼異がある。とくに，そこ

では管理会i;Iのひとつの手法にすぎない予算ある

いは予算椿Iq1システムに而点をおいているようで

ある。

Ｃｆ､上總康行着「アメリカ管理会計史（上)lyj芽

！U１－生成期」同文館（]989年）19-20頁．

（２）Ｃ1..m｢i'隆雄著「管理会計発達史一アメリ

カ巨人製造会社における管理会計の成立一」森

lI1iL;:店（1982年)．11-13頁．

（３）Ｃｆ・膿本敏郎「米国生成期管理会計論の成立

と展開」会計（1983年４月号）ここでは，1920年

代にシカゴ大学を皮切りとして多くの大学に管理

会計満座が新設されたことも成立期の規定要因と

されている。

（４）Arfre(ＩＤ．Ｃhandler，Ｊｒ.，ＴｈｅＶｉｓｉｂｌｅ 

Ｈａｎｄ：ＴｈｅＭａｎａｇｅｒｉａｌＲｅｖｏｌｕｔｉｏｎｉｎＡｍｅｒｉ‐ 

Ca],Business，HarvardUniversitvPr.（]977)， 

烏羽欽一郎・小林袈治訳「経営者の時代一アメ

リカ産業における近代企業の成立一一（下)」東洋

経済新報社（1979年)，502-503頁．

（５）ここでの記述はつぎの文献に依存している。

角野信火著「アメリカ企業・経営学説史」又眞蛍

（1987年）第３章．

Ｈ・ＴｈｏｍａｓＪｏｈｎｓｏｎ＆ＲｏｂｅｒｔＳＫａｐｌａｎ，

ＲＧｌｅｖａｎｃｅＬｏｓｔ：ＴｈｅＲｉｓｅａｎｄＦａｌ］ｏｆＭａｎａｇ－ 

〔)ｍｅｎｔＡｃｃｏｕｎｔｉｎｇ，ＨａｒｖａｒｄＢｕｓｍｅｓｓＳｃｈｏｏｌ

Ｐｒｅｓｓ（1987年)，Ｃｈａｐ３．

（１）本稿の執誰中にアメリカ管理会計史について

のすぐれた下記の研究が出版された。そこでは会
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（６）角野信夫瀞，上掲書，６１頁．

（７）Ｃｆ上總康行箸,上掲書，第５章．なお．ここ

でいう職長帝国とは内部請負人と会社職長と呼ば

れる人々のグループをさしているが，これはウイ

ンチェスター銃器社（WinchesterRepeatingAr‐

msCompany）の事例である。会社職艮とは，検

査と組立部門，保安係，動力工場，鍛造，木型室な

どの武任をもっており，請負人とlfi1じょうに(ﾋﾘﾄﾞ

を割り当てられていた（同書，202頁)。

（８）ArfredD・Chandl咄r’Ｊｒ.,TheUniLedSIat‐

０ｓ：EvolutionofEnterprlse（inPeLelMathias 

＆Ｍ・MPostan（eds)，TheCambridgeEco‐

ｎｏｍｉｃＨｉｓｔｏｒｖｏｆＥｕｒｏｐｅ,ＶＯＬ７，Cnmhridge -

UI1iversityPrcss,1978）丸山恵也訳「チャンド

ラーアメリカ経営史」亜紀書房（1987年)，７４頁．

（９）第２章(2)ではチャンドラーの著諜からり|用し

たが，ここでは会計学者であるガーナーの箸;1$を

参考としている。いずれもつぎに掲げる替諜にも

とづいているが，若干ニュアンスが異なっている。

IlGl1ryMetcal化，CostofManufactu１℃s，Ｊｏｈｎ

ＷｉｌｅｙａｎｄＳｏｎｓ（1885)． 

Ｃ｢.Ｓ、ＰａｕｌＧａｒｎｅｒ，ＥｖｏｌｕｔｉｏｎｏｆＣｏｓｔＡｃｃｏｕ‐

ntingLol925（1954)’品田誠平他訳「原価計猟の

発展-1925年まで－」一粒社（1958年),１４２－

Ｍ4頁．

(10）アーノルドの著書はつぎに掲げるものである

が，ここではガーナーの記述にもとづいている薊

Ｈ､Ｌ・Ａｒｎｏｌｄ,TheCompleteCost-Keeper,The

EngineeringMagazinePress（1899)．－ 

ＴｈｅＦａｃｔｏｒｙＭａｎａｇｅｒａｎｄＡｃｃｏｕｎｔａｎｔ，The 

EngineeringMagazinePress（1903)．Ｃ｢・S

PauIGarnex．（1954)，上掲邦訳,148頁．

(11）SPaulGarner,上掲邦訳，157頁．

(12）Ｓ・PaulGarnel｡,上掲邦訳，159頁．なお，こ

の頃にイギリスでは先人先山法が考察され始めた

とも述べられている。

(13）Ｓ・PaulGcrner,上掲邦訳,164頁．なお，彼等

の臓替はつぎのものである。』.Ｐ､Ｊｏｒｄａｎａｎｄｑ

Ｌ、Harris，CosLAccounLing,ＴｈｅＲｏｎａｌｄＰｒｅ‐

ssCompanyU920)． 

(Ｍ）Ｃｆ・SPaulGarner,上掲邦訳，174-175頁．

ここでの原著は,すでに掲げたHenryMetcalIe

（1885年）である。

(15）第２章(2)の注09)で述べられたように，これは

メトカーフの提案であって，このシステムがどの

程度広く使用されていたかは明らかでない。しか

しながら，この時期にタイム・レコーダーの使用

が開始され，チャンドラーのいうように「職長も

労働者も，伝票に正しく書き込む１１鶚'111も関心もな

かった。この目的のために|削もなく金属ｌⅡ工業は，

原llli計算や調整に必要な情報を収集，記録，伝連す

る聯|Ⅱ]の事務員や時１１M測定係をＩｉｉｌうようになった」

（AlfredDChandler,ｊｒ.,邦訳,472資）という

背最から考えると，この提案は，早晩，企業に採用

されたと考えられる。

(16）すでに掲げた1920年に出版された箸１１｝である

が，ガーナーは「これは．ひじょうに完全であって，

それ以上望むことはほとんどできないようなもの

である」と述べている。ＣｆＳ・PaulGarne,.，」１

褐邦訳．187-188頁．

(17）Ｃｆ.Ｓ・PaulGarner・上掲邦訳，193頁．

彼が著諜において，第２章を「イギリス，フラン

ス，アメリカを中心とする1885年までの原lllijil･卯

の発展」として，その後の時代と区分している理

１１]は，メトカーフの著書「CostofmanufacLures」

が1885年に，そして工業会計の名著といわれるガー

ク（EmileGarke）とフェルズ（』.Ⅲ．Fells）

の「FactoryAccounts」が1887年に出版された

こととljll連していると思われる。つまり，これら

の箸；し}は，それまでの原llli計算の実践および文献

と比較すると，かなり進んでいると認められるか

らである。

(１８）CfSPaulGarnr，上掲邦訳．194頁．この

ような固定的間接費と変動的間接費の区分は，ガー

ナーによれば1862年の経済学者NassauSenior

の研究にまで潮ることができるという（』孟掲邦訳，

224頁参照)．

(19）Ｃｆ､８.PaulGarner,上掲邦訳，201頁．

(20）Ｃ｢.Ｓ､PaulGarner,上掲邦訳，215-218頁．

(21）Ｃｌ.､SPaulGarner,上掲邦訳，234頁以下．

(22）Ｃ｢・SPaulGarner,」司掲邦訳，294-295頁．

(23）ＣＬＳ・PElulGarner,_上掲邦訳，295-296瓦．

(24）Ｃ｢.Ｓ・PElulGarner,上掲邦訳，340頁．

(25）Ｃｆ・SPElulGarner,＿上掲邦訳，410頁．

(26）Ｃｆ・SPaulGarner,上掲邦訳，427-431頁．

(27）Ａ・ハミルトン・チャーチは当初イギリスで(｣：
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１Ｉをしていたが，1900年頃にアメリカに移(1{して

いる。彼の－迎の論文は1901イドに公刊されたが，

それらはもちろんそれ以前の経験にもとづいてい

ることはいうまでもない。しかも彼の論文は機械

工業に関連しているので，本棚ではここで述べる

ことにしたいと思う。ここでの１氾述は，Ｓ・Palll

Garner,上邦訳の第５章に依拠している。木脇は

アメリカにおける管理会計の発展を扱っているか，

この頃になるとハミルトン・チャーチに代炎され

るように，ヨーロッパーとくにイギリスである

が－とアメリカの交流が嘘んになってきたので

IiIj打の厳密な区分ができなくなりつつある。

(28）このような彼の補充率法はつぎのような欠点

をもっていた。第１は，補充，ｷ《によって配賦ﾊﾞｷ瀬

を追加配賦することは多大な１１$間を要すること，

そして第２の欠点は，チャーチの1{帳するように

IM11i光:綴は設llliの〈I効ﾄﾞﾘ川のバロメーターにならな

いことである。それは機械を完全操業しても費用

が琳加すれば，補充率は上昇するからである｡誹

細についてはつぎの文献を参1M(のこと。Ｃｌ」川本

nIi符「米国標準１%(価計算発達史」121桃杏尻（1969

年)，38-48頁．

らない。

本稿のこれまでの二つの時期一萌芽期と生成

10]－における会計史の記述とは異なって，この

成立期ではあまり個々の文献あるいは事実を詳細

に水す必要はないであろう。その理由は，今世紀

に入ると原n1iiil･境:あるいは管理会計に関する著述

が非常に増大しているし，それらの内容もかなり

紹介されているからである。それに加えて，今世

紀初頭の管理会i汁手法は，その内容についての理

解もおおむね一致しているように思われるからで

ある。

さて，前世紀未の原価計算を中心とする管理会

iiIの発展段階と比較して－明確な時代区分はで

きないのであるが－，今世紀初頭の管理会計は

どのように特徴づけることができるであろうか。

これについてはあまりにも広範囲な問題を含んで

いるので，誰もが納得するような見解を,j《すこと

は困難であるが，ここでは一応つぎの二つの傾域

に|×分して述べてみたい。第１は原価i;|算了法を

Ilj心とする舶域での発展であり，第２はそれ以外

の管理会計手法の成立である。

(1)原価計算手法の発展

4．管理関係の成立-20世紀初頭一
iii竜で述べた１９世紀未における機械-[業の原価

;|算の発展状３，Lは，主としてＳ・PaulGamerの

稗普を中心として述べられているので，その当時

の原価計算研究家の著述が｣２台となっている。も

ちろん，ミ'１時の稗者達は企業において実際の原価

il･算に携わっており，単なる机上の論理を峻開し

たわけではない。しかし，それらの著述に展開さ

れている原llliliI算の内容は，その著者が僕l連した

企災のなかで夷施されていたことは十分]P想され

るが，それ以外の企業でも使１１]されていたり，あ

るいは普及していったと考えることはできない。

また，その著述のなかで提唱されている手法は，

それまでの普祈の経験から生まれたものであった

とはいえ，まだそれを実践していなかったもので

あるかもしれない。

このように会iil史を峻開するさい，文献上にあ

らわれている会i汁手法と，それが現実の企業で使

川されていたかどうかをめぐる問題はいつも議論

になる。しかし，管理会計についていえば，比較

本稿は今世紀初頭-1930年代まで－を管理

会計の成立期と規定しているが，すでに述べた前

世期米の機械工業における原Iilli1il･算の発峻史から

もわかるように，前世紀と今１１t紀を明確に|×分す

ることは不可能である。チャンドラーがアメリカ

企業の発展段階を|×分するとき，1840年代から第

１次世界大戦までをひとつの区分にしたのも，こ

の時代における企兆発峻の連続性が理ljjであった

と思われるｃ

それは管理会iil･の中心的分野である原(lli1il･猟の

発展史の場合にも妥ﾕI1するし，その意味では1880

年代から1920年頃までをアメリカ管理会計のひと

つの発峻段階として区分するのが好都合かもしれ

ない(1)。しかしながら，最初に述べたようにノド稿

は管理会計史についてなにがしかの私見を導くた

めの本格的な会i汁史を陵開するようなＩ=|的をもっ

ていないので，ここでの三つの区分はあくまでも

便宜的なものであることを断っておかなければな
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的企業で採用されている実例として紹介されるこ

とが多いので，この問題はかなり明確化される。

それでもなお，一般的には著述に示されている会

計手法が一般化する－多くの企業で採用される

－のは，１１１版されてから一定の年数が経過した

後であると考えるのが普通と思われる。

このように考えると19世紀未頃に公刊された著

者の内容は，まさに今薑世紀初頭になって企業のな

かに浸透していったと考えられる(2)。しかし，こ

れはあくまで推測であって検証できるような`性格

のものではないが，多くの文献で一般にあげられ

ている今世紀初頭の原価計算手法の発展内容とし

ては次のようなものがあげられる。

これは今日の原価計算の勘定フローとほとんど

同じであるが，一般元帳との結合はなされていな

かった。つまり，＿[場の内部取引に対して複式簿

記を導入しているのが特徴なのである。しかし、

これは一般元１帳との結合を促進する土台となって

いることは間違いないであろう。「したがって，

19世紀の終りごろ，もっとも一般的な定説は，原

価記録と一般記録との整合を主張しなかった。専

門家たちの間には少数の反対者もあったが，彼ら

の見解はあまり重要でなかった。製造会社の間，

およびこの問題にかんする執筆者たちの間の多数

意見は，原価計算は原価計算として，それと財務

記録維持とを区別しておかなければならないとい

うことであった。しかし，いく人かの専門家は両

記録を一致させる必要を認めていた。それでも，

それをおこなうための彼の方法は全体として，粗

末であり一般に不満足なものであった」⑪

このように，19世紀末には工場勘定と商業帳簿

を結合させようとする萌:芽はみられたが，今日の

ような形式では行なわれていなかった(`)。それは

アメリカの専l1l1家達の間でも，工場会計と一般会

計を結合すべきかどうかについて意見の一致がな

されていなかったことも理由になっている。しか

し，ガーク・フェルズが提唱したような内部取引

への複式簿記の導入は，今世紀の最初の１０年間で

アメリカ企業に採用されていった。

今日のような工業会計と一般元帳との結合がア

メリカの専門家達によって採１Ｗされるようになっ

たのは，第１次世界大戦-1914年一の始まる

頃であり，それは数年の間に完全なものとなり，

ガーナーをして原価計算は1920年代の初め頃から

重要な発展はほとんどなくなったといわしめてい

る、。

このような二つの帳簿の結合は，工場帳簿で決

定された原価が総勘定元帳によって検証されるこ

とを意味するがゆえに，原価計算の発展史を語る

うえで重要なのである。そして，これがアメリカ

企業に普及していったのが今世紀の初頭なのであ

る。

(a)エ業会計と一般勘定との結合

1880年代に公刊された原価計算の二つの名著，

メトカーフの「製造原価（CostofManufactur‐

es)」とガーク・フェルズの「工場会計（Factory

Accounts)」は，前世紀未におけるアメリカ，

イギリスの代表的なものである。これらの当時に

おける原価計算の先駆的な文献では，工場勘定と

商業帳簿一Ｔ見業会計と一般元帳一を結合させ

る試みがなされていた。たとえば，メトカーフは

間接費を除いた直接材料費（原料費）と労務費に

ついて現金勘定と一致させようと試みている。後

者は毎月一致させることが可能であったが，前者

については，原料の使用と支払の時期が異なって

いること，支払われた原料の一部が在庫として残

ることなどから不可能であり，間接費についても

同様であった(3)。

ガーク・フェルズは，メトカーフよりもさらに

進んで仕掛品勘定を１１]いて，つぎのような方法で

商業元帳との結合を提唱している(')。

(1)原料勘定から消費した原料費分を仕掛品勘定

へ振り替える。

（２）同じように支払賃金勘定からも（投入された）

労務費を仕掛品勘定へ振り替える。

（３）間接費も同じように振り替える。

（４）製品が完成したら，仕掛品勘定から製品在庫

勘定へ振り替える。
（b)標準原価計算の誕生と普及

今世紀初頭における原価計算の領域での発展の
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第２は，標準原価計算の誕生である。標準原lilliIil

節が，テイラー（F・WTaylor）の科学的管理iUi

と密接に関連していることはいうまでもない'､;・

テイラー・システムとも呼ばれる科学:的管理法が，

l91u紀木から２０世紀初頭にかけて提１１日・呰及した

のは，その当Ⅱ等のアメリカの社会的，絲済的ｲﾃ!;｛

があったのはいうまでもない。

今世紀初頭のアメリカは，イギリス，フランス

などのヨーロッパ諸国と比較すれば明らかに後進

lJilであった。しかし，ヨーロッパ諸国から移化し

たアメリカ人は進取の気質に富み，農業|｣ilから｜：

災'二KIへの脱皮を計っていた。そのためには，１雁堆

における無駄を省き，能率をIijUI2させることが忽

務であった。そして，19世紀米頃のアメリカは災

い不》11のなかにあり，競争に勝つためには原Ii11iの

切下げが不｢１欠であり、そのために労働荷のif率

の切卜げが蹴繁に行なわれ，その結果，紺織的怠

業などによる労使間の紛争が問題となっていた。

このような状Jilのなかで．テーラーはミッドベー

ル・ステール工場での絲験から低ｿj務費と,fljll余

を1ﾘ能にさせるような方法を提１１日したのであるが，

その)よ本的な原則はつぎのようなものである'''１゜

（１）fIjl]の商い課業

（２），標準的な作業条件

（３）成功に対する高い報iiNI

（ｲ）失敗した場合の損失

このようなテーラー・システムはさまざまな糾

余''11折はあったが，今世紀初頭のアメリカ企堆の

なかに浸透していった。そして，このような科`､f：

的管理法を推進するために生まれたものが，ライ

ン＆スタッフ組織であったし，それはまた標峨lliI

lilliIil･算の誕生をもたらしたのである。

tlH準原価ｉｉｌ算は，いうまでもなく歴史的lji〔Ｉｌ１Ｉｉ１ｉＩ

算あるいは実際原価計算に対立するものである。

実際ljrMilliiil･算は，製品が完成してからi汁隙:がllJ能

となる。というのは，２０世紀以前には'''1接没のｒ

疋配賦という方法は普及していなかったからであ

る。それに対して，標準原価計算は４１１iiiにiilTilさ

れるものである。

１縦史的原価計算のもうひとつの問題点は，（'|;災

能率および操業度などの変化により，同じ製,'１，１，を

生廉してもさまざまな原価が計算されるというこ

とである。したがって，どれが真の原価であるか

を判疋できないので販売価格の設定に利lllしにく

い点がある。それに対して，標準ljjIIlliは一定の条

件のもとで発生するであろう１京Ｍiを科学的に一

助作研究，時間研究によって－決定される。

しかし，標準原価計算のもっとも大きな利点は

原IiI1i管理の１１１貝として役立つことにある。すなわ

ち，それぞれの作業の標準化がなされれば，、'1然

にそれに対して標準原Hliが設定され，それらのh1i

み亜ねによって製品の標準原価が設定されること

になる。このような標準原価と実際原IlIiを比較す

れば，どのような原llli要素で，どのような材料費

Ⅲあるいは工程で差異が生じたかが明らかになる。

そして，このような差異を分析すれば，どこに非

能率があるかを知ることができるので，コスト・

ダウンをＩ－１的とする原価管理に有効な資料を提供

することになる．標準原価計算の911初の怠投は，

まさにこの原価管理に役立つことにあり，これは

会『汁・原価計算担当者よりもインダストリアル・

エンジニアによってすすめられたのである。

周知のように，テーラーの科学的管理法を枇極

的に推進したのは能率技師と呼ばれる人々である。

そのなかでもエマースン（HEmerson）は標準

原価i;|･算の先駆者として有名であるがⅢ彼の功紙

は，標i1i(；原価計算と実際原,価計算との結合を強調

したことである。標準原価を科学的に－１１』なる

)iL脳りではなくて－設定するためには，動作研

究やⅡ#'１M研究はもちろん，ＩＥ的な思考が亜喫で

ある。したがって，これらの作業は原IilliiiI算（会

i;|）担､１１石よりもインダストリアル・エンジニア

である能率技師が行なうのが望ましい。そして，

彼等はそのような仕事を担当することによって，

それまでにはなかってスタッフ職能をつくりだし

たのである。

しかしながら，能率技師は標準原lilliの投疋を行

なうが，会計細Wi者が計算する実際原価とは1111|災｜

係になりがちである。両者はいずれもその｜|的が

ｿ,Lなることからである。前者は原lHi管理に関心が

あるしⅢ後者は価格高|-算および損益計算に主眼を

おいているからである。このような状況のなかで

エマースンは，有効な原価管理を遂行するために

は，実際原llli計算と標準原価計算を結合しなけれ

ばならないことを説いたのである。

一般に，会1汁担)１１者が価格計算およびliMIfiiljiY
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ここでは'11接労務費は標準時ｌ１Ｉｊと標準賃率が設

定されており，実績との兼異によって貸率差異と

時Ｉｌｌｌ差異に分析されていた。また，直接材料費差

異も価格兼異と数量差異に分解されていた。製造

間接賀についても，変動予算によってｒ算差異と

操業度差異に分析している。ただ，ここでは操業

度は標準直接労務費によってi1M正されており，直

接作業時'''１は使艸'されていない。そのために，実

際生産ＩＴＩ:に対応する標準作業'1*'１１１と実際作業時間

との差でぶされる能率差異は訓inI:されていない。

しかし，このような差異分析は今｢1のものとほと

んど|可じであり，能率差異も30年代には一般的と

なっている。

のために没正した標準原価は見積原I11iと呼ばれる

が，それらは次第に融合され，区別できないよう

になってゆくのである《'0)。このように，標準ljiIllIi

計算の誕生はIjlilIilil･算の発展史のなかでも画期的

なことであるといえる｡それは，現在でも標準原

価計算を孫川している企業が支配的であるという

事実から明らかであろう《''1。

に)原価差異分析の発展一固定予算から変動

予算へ－

標準原価『汁猟は原価管理に有効であることはす

でに述べたが，それは原価差異分析を皿じて行な

われることになる。したがって，標準原(illi1il算の

台頭は原価兼異分:折と必然的に結びついているが，

製造ｌＩｊ１接費の策異分析は直接材料費や111接労務費

とは違って複雑であるために，その発肢は1920イド

以降までまたなければならなかった。

製造lIM接費の差異分析の発股は，IiIil疋]ろ算から

変動予算への移行であるといえる。したがって，

その基本となるものは原価を固定費と変動費とに

分解することであるが，このような考えは，すで

に今世紀の初めにヘンリー・ヘス（IlenrvHoss）

によって提案されていることはソロモンズ（Dav‐

idSolomons）の指摘もあって広く知られている。

しかし，彼の考えはあまり注目をあびることはな

く，第１次大戦liiiには固定予算によって製造'111接

費を管理していた企業が大多数であった:M･

第１次人戦後，ハリソン（ＧＣ・Harrison)，ウ

イリアムズ（JlLWilliams)，ヒルガート（』．

Ｒ､Hilgert)，メイナード（Ｈ、Ｗ・】VIaynal、｡）な

どによって変動]ろ算の手法が確立されるようになっ

た。しかし，I9lO年代から30年代までは，損統分

岐点分析の丁法の発峻時期でもあったので，標準

原価計算の製造IHI接費の差異分析と変動I?･算の生

成とは必ずしも密接に結びついていたわけではな

かった。

標準原llli『;|･卯の兼異分析はいつ頃にDilｲI{のよう

な形式をもつに龍ったのであろうか。一般には２０

年代に変動]r猟の手法が導入され，それが標準原

価計算；のなかに組み込まれた代表的な文献として

ジョーダン・ハリス（J・Ｐ・Jordan＆ＧＬ・Har‐

ris）の著書があげられることが多いi1J，。

(｡)直接原価計算の誕生

すでに述べたように，今世紀の初頭においては

原価i;|･猟の発展とは別に，損益分岐点分析に関す

る展開があった。これは，もちろん原Iilliの固定費

と変動費とのl×分を基礎としているが，これはま

た直接原Iiiliiil･算の誕生にもつながっている。すな

わち，直接原m1i計算はＣＶＰ分析の発展した形態

にほかならない(M)。直接原価了;|･御:は1930年代に誕

生したが，その背景にはさまざまな喫因が考えら

れる。

第１は，それまで発展してきた全部原価計算に

おける'１１|接費の配賦問題にある。これは二つの問

題に区分されるｃ第１は間接費の配賦方法の困難

性にある。すでにみてきたように原価計算の発展

史はまさに'''１接費の配賦と関連している。それは

今世紀に人って原価計算と一般ﾌ亡帳が結合される

ようになり，さらに原価;|･算の１１的として財務諸

表の作成一つまり，棚卸資箙のiilimのために資

料を提供する－が重要になってくると，素価に

加えて発生した製造間接費をいかにして製AiAに配

賦するかという問題が中心となった。しかし，問

疋質的喫来の強いｌｌｌｌ接賀をｌｌＬ１接('１;災ｌ１守''１１や機i械時

'1Mで配1Miすることには疑問がlI2じていたことも考

えられる。

第２は|古1疋費の問題がある。すべての同定的製

造原lilliを製品原価に含めた今lWj原IilIi1il算への見直

しがある。ハリス（J､Ｎ・Harris）の論文は''5》直

接原llliiil･卸の鼓初のものといわれるが，それから
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もわかるように！全部原価計算による利H編|･算は

しばしば経営者に適切な資料をもたらさない。む

しろ，ハリスの提唱するように，固定的製造1Ⅲ接

賀を期||刑費I1lとする直接原価計算のほうが亮_上高

の増減に応じて期間利益が変化するために，経営

者が判断するのに適切であると考えられたのであ

る。

もちろん，liIl定費を期間費)Ⅱとするがゆえに間

接費の配賦問題が生じていないことになり，その

内容に窓懲性を感じていた経営者からも歓迎され

たことは否定できない。また，直接原Iilli計算でⅢ

いられる「貢献利益（contributionmal･gin)」と

いう概念も，当時においては新しい11]語としての

印象を与えたと思われる。

直接原価計算が誕生し，それが経営者に受け入

れられ，普及していったのは当時のアメリカの経

済的状況にも要因があったと思われる。li1il知のよ

うに，アメリカは20年代の後半から不況の時lUIで

あった。したがって，全部原liliで算定して販売価

格を決定すれば，売上高は減少して操業度は低下

する。それは結果として全部原価の-ｋ界となり，

悪循環を生むことになる。このような状況のもと

で，変動費のみで製造原価を計算し,それを販売

･価格の下限として操業度を｣月昇させるような政策

がとられたとしても不思議ではない。

このように，直接原IIIi計算は30年代に誕生した

が，４０年代および50年代に広く採１１]されるに至っ

たのである。それが短期の間に普及したのは，こ

のような生成の背景と結びついているのである。

いる。Ｃｆ.」｡總康行瞥，上掲普，225-238頁．

ここでは，その例としてストルリ$－ス・ウニル

ズiMIi会（Sh･uthers,Wells＆Company）の原価

３１.算システムを紹介している。これは，当時のア

メリカの製造会社15社で使用されていた原価計算

のﾘﾄﾞ例を集めたアーノルド（Ｈ、Ｌ・Amold）の

一定全なる原lIIi会iil･士（TheCompleteCost-Kee‐

pol･)」や「工場経営者と会計士（TheFactory

ManagerandAccouI1tant)」に栂ili1iされている

ものである。

ガーナーもアーノルド（編）のこの著普を引用

し，「アーノルドによると，二，三の会社は工場勘

定のいくつかを商業帳薄に設けようとした。しか

しこの考えは，彼の意見によると，真の必要には

役立たなかった」（SPaulGarner，上掲訳書，

437頁）と述べている。

それでは１ガーナーはなぜこの会社を工場会計

と一般勘定との結合を行なった例として認めなかっ

たのであろうか。その理由としては，つぎの二つ

のことが考えられる｡第１はアーノルドがこの会

1m二のシステムを評iNiしていなかったこと。アーノ

ルドは製造部門と販売部''１との会計的結合には批

》l1I的であった。第２の理MHは，ガーナーがこの会

社のljjiIilIi制･算システムをあまり評価しなかったこ

とがあげられる。この会社では，仕掛品あるいは

製造勘定は設定されておらず，それに相当する勘

定は材料費の場合一たとえば，機械工場仕人勘

定と機械工場保守費一と労務費の場合一機械

工場生産的労務費勘定と擬i械工場非生産的労務非

勘定一とで異なっており，そのうえ間接費につ

いてはIﾘIIiii1に示されていない。さらに，製造間接

徴と一般管理販売費との区分もなされていない。

これらは当時の原価計算の文献からすればかなり

巡れており，ガーナーは原Iilli計･算システムとは認

めなかったと思われる。この会社の会計システム

は~[場ごとの部門別損蔬計算のそれとしてはかな

りのものであるが……。

（７）Ｓ,PaulGarner,上掲訳諜，４`17頁，452頁．

（８）アメリカにおける標準原IilIi計算の朧史的発展

と特徴を述べたものとしては，つぎの二つの文献

をあげることができる。しかし，この領域には多

くのすぐれた論文と著書がある。

・松本雅男箸ｒ標準原価計算論一その本質と発

（１）Ｃｆ._[:総lHIJi行藩「アメリカ櫛Ill1会i汁史(｣ｺﾞ)ｉＩｊｉ

芽I0j-412成期」同文館（1989年)，19-20頁．

（２）これはあくまでも推測であるが’奥突の企業

でどの程度に普及していたかを実iill;することは不

可能である。実践されていたかどうかの検証はひ

とつの実践例をあげれば十分であるが，それが

「どの程度に普及していたか」を示すことはむつか

しいからである。

（３）ＣＬＳ､PaulGarnur,上掲Ｊｉｌｌｉｌ(，428-429頁．

（４）ＣＬＳ・PaulGarner,上掲邦訳，`130頁．

（５）SPaulGarner,上掲邦訳，437頁．

（６）しかし，19世紀末に原価計･鰍と一般会計との

結合を果たしている会社があったと述べる著者も
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(15）』．Ｎ、Harris，“ＷｈａｔＤｉｄＷｅＥａｍＬａｓｔ

Ｍｏｎｔｈ?，'ＮＡＣＡＢｕｌｌｅＬｉｎ，ｖｏｌ１７，ＮｑｌＯ，Ｊａｎ、

１５（1936)． 

展」国元智房（1961年)．

・岡本澗耕「米国標準原価計算発逮史」白桃書房

（1969年)．

（９）Ｆ、Ｗ，Taylor，Shop1Idanagement,Ｎｅｗ

Ｙｏｒｋ：HerperandbrothersPublishers（1919 

年)，ｐ３０．

(10）これについては，つぎのような見解がある。

「(会計や原Ⅲi計算の専門家によって考案された標

準原価計算における）標準ということばの内容は,

原価管理の達成|=|標としての標準ではなく，製品

原価計算のための標準という意味であって，同じ

ことばが異なる意味で使用されている点に注意し

なければならない｣(括弧内は筆者)岡本漉上掲

普，３８頁．

(11）これまでしばしば引用してきた原ll1i計算発展

史の大家であるガーナーが！この標準原価計算の

誕生をIⅢ示的に評IiHiしていないのは不思繊である。

もちろんⅢ断片的に標準原価計算に1奥Ｉする記述一

とくに原料jHl会iil･について多い－はみられるが，

この手法を原価計算発展史のなかであまり強調し

ていないように思われる。それは，彼の著普は原

価計算の発展を要素別にとらえておりⅢ製品価格

の計算および原Iilli管理という視点からはずれてい

ることによるものであろう。

(12）変動予算の生成について述べたわが国の文献

はかなり多いが，ここではつぎの二つのものに依

拠している。

岡本清藩，上掲普，小林健吾箸「予算櫛理発達史」

創成社（1987年）

(13）』.Ｐ・Jordan＆ＧＬ・Harris1CosLAccou‐

ntingPrincipIesaⅢ。Practice（seconded.)，

TheRonaldProssCompany（1925)． 

ジョーダン・ハリスの著書を，その当時の標準原

価計算の－差異分析も含めた－６つとも代

表的なものとして評価している点では，岡本も小

林も同じようである。Ｃｆ岡本清箸，」二掲諜,１１２－

117頁．小林健齊著，上掲香，334頁．

(14）「直接|j;ililli計算は損益分岐点分析の考え方を原

IilIi計算に週１１Iしたものであり，直接原Iilli計算のL'三

成の雅礎はlkllMi分岐点分析であると言ったような，

直耕した展ljMで考えることはなお検討すべき余地

を残している」というような見解もある。Ｃｆ・小

林健吾箸「直接原価計算」同文館（1976年)，１４頁．

(本稿は平成元年度法政大学特別研究助成金に

よるものである）
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